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第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、和光市景観条例（平成２１年条例第２４号。以下「条例」という。

）及び景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）の施行に関し必要な

事項を定めるものとする。 

   第２章 景観計画 

    第１節 行為の規制等 

 （届出対象行為等） 

第２条 条例第８条の規則で定める規模は、行為の対象となる土地の面積が５００平方メ

ートルかつ堆積の高さが１．５メートルとする。 

２ 条例第８条並びに第９条第１号エ及び第２号エの規則で定める区域は、次に掲げる区

域とする。 

  都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第１項に規定する都市公園の区域 

  都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第１２条第１項に規定する特別緑地保全地

区の区域 

３ 条例第９条第１号ウ本文の規則で定める規模は、次の表の左欄に掲げる行為の種類に

応じ、同表の右欄に掲げる規模とする。 

行為の種類 規模 

建築物の新築、増築

又は改築 

次の又はに掲げる建築物の区分に応じ、当該又はに

定める規模 

 に該当する建築物以外の建築物 新築、増築又は改築

後の高さが１０メートルかつ建築面積が５００平方メート



 ル 

 高さが１０メートルを超え、又は建築面積が５００平方

メートルを超える建築物 増築又は改築により増加する建

築面積が１０平方メートル 

建築物の外観を変更

することとなる修繕

若しくは模様替又は

色彩の変更（以下こ

の項において「建築

物の修繕等」とい

う。） 

 次の又はに掲げる建築物の区分に応じ、当該又はに

定める規模 

 に該当する建築物以外の建築物 すべての規模 

 高さが１０メートルを超え、又は建築面積が５００平方

メートルを超える建築物 外観のうち、建築物の修繕等の

対象となる面積が各立面の面積の３分の１ 

４ 条例第９条第１号ウただし書の規則で定める規模は、１，０００平方メートルとする。 

５ 条例第９条第２号ウの規則で定める規模は、次の表の左欄に掲げる行為の種類に応じ、

同表の右欄に掲げる規模とする。 

行為の種類 規模 

工作物の新設、増築

又は改築 

 次の又はに掲げる工作物の区分に応じ、当該又はに

定める規模 

 に該当する工作物以外の工作物 新設、増築又は改築

後の高さが１０メートル 

 建築物に付設される工作物 新設、増築又は改築後の上

端の地盤面からの高さが１０メートル 

工作物の外観を変更

することとなる修繕

若しくは模様替又は

色彩の変更（以下こ

の項において「工作

物の修繕等」とい

う。） 

 次のからまでに掲げる工作物の区分に応じ、当該から

までに定める規模 

 高さが１０メートル以下の工作物（又はイに該当す

るものを除く。） すべての規模 

 建築物に付設されている工作物で、その上端の地盤面か

らの高さが１０メートル以下のもの すべての規模 

 次のア又はイに掲げる工作物 外観のうち、工作物の修

繕等の対象となる面積が各立面の面積の３分の１ 

ア 高さが１０メートルを超える工作物（イに該当するも

のを除く。） 

イ 建築物に付設されている工作物で、その上端の地盤面

からの高さが１０メートルを超えるもの 

 （届出対象行為に係る届出書等） 



第３条 法第１６条第１項の規定による届出は、景観計画区域内における行為の届出書（

様式第１号）を市長に提出することにより行わなければならない。 

 （届出に係る添付図書） 

第４条 条例第１０条第１項の規則で定める図書は、次に掲げる図書とする。ただし、第

２号及び第３号に掲げる図書は、条例第９条第１号ウただし書に規定する建築物の新築

の場合に限る。 

  次に掲げる基準に適合する図書 

 ア すべての立面を表示した４面以上の立面図（市長が４面以上の必要がないと認め

るときは、２面又は３面の立面図）であること。 

  イ 建築物又は工作物として図示された部分に当該建築物又は工作物に施す彩色と同

一の彩色が施され、かつ、その彩色のマンセル表示（日本工業規格Ｚ８７２１で

定める色相、明度及び彩度の三属性による色の表示をいう。以下同じ。）が記載

されていること。 

  ウ 縮尺１００分の１以上のものであること。 

  開発区域の位置並びに当該開発区域内及び当該開発区域の周辺の状況を表示する図

面で縮尺２，５００分の１以上のもの 

 当該開発区域及び当該開発区域の周辺の状況を示す写真 

２ 条例第１０条第１項及び第２項第４号に規定する景観形成基準対応説明書の様式は、

様式第２号のとおりとする。 

３ 条例第１０条第２項の規則で定める縮尺は、次の各号に掲げる図面に応じ、当該各号

に定める縮尺とする。 

  条例第１０条第２項第１号の図面 縮尺２，５００分の１以上のもの 

  条例第１０条第２項第３号の図面 縮尺１００分の１以上のもの 

４ 条例第１０条第２項第５号の規則で定める図書は、次に掲げる図書とする。 

  次に掲げる基準に適合する図書 

  ア すべての立面を表示した４面以上の立面図（市長が４面以上の必要がないと認め

るときは、２面又は３面の立面図）であること。 

  イ 植栽により遮へいする場合は、その樹種、樹高及び植樹する本数が表示されてい

ること。 

  ウ 鋼板等により遮へいする場合は、当該遮へいするものとして図示された部分に当

該遮へいするものに施す彩色と同一の彩色が施され、かつ、その彩色のマンセル

表示が記載されていること。 

  エ 縮尺１００分の１以上のものであること。 

  前号に掲げるもののほか、参考となるべき事項を記した図書 

５ 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号。以下「省令」という。）第１



条第１項の届出書には、同条第２項第１号ニの図書の添付を要しないものとする。 

 （変更届出書） 

第５条 法第１６条第２項の規定による届出は、景観計画区域内における行為の変更届出

書（様式第３号）に、同条第１項の規定による届出に添付した図書（当該変更が同条第

２項の規定による届出をしたものに係る２回目以降の変更である場合は、同条第１項及

び第２項の規定により届け出た際に添付した図書）のうち、当該変更に関係のあるもの

であって当該変更の内容を表示したものを添付して、市長に提出することにより行わな

ければならない。 

（届出の受理） 

第６条 市長は、法第１６条第１項又は第２項の規定による届出があった場合において、

その届出に係る行為が景観計画に定められた当該行為についての制限に適合すると認め

るときは、届出受理通知書（様式第４号）により、当該届出をした者に通知するものと

する。この場合において、法第１８条第２項の規定により同条第１項に規定する期間を

短縮するときは、届出受理通知書に代えて、届出受理通知書兼行為の着手制限の期間短

縮通知書（様式第５号）により、当該届出をした者に通知するものとする。 

（勧告） 

第７条 法第１６条第３項の規定による勧告は、勧告書（様式第６号）により行うものと

する。 

 （国の機関又は地方公共団体が行う行為の通知） 

第８条 法第１６条第５項の規定による通知は、景観計画区域内における行為の通知書（

様式第７号）を市長に提出することにより行うものとする。この場合において、当該通

知には、省令第１条第２項及び第３項並びに条例第１０条の規定の例により図書を添付

するものとする。 

（変更命令等） 

第９条 法第１７条第１項の規定による命令は、変更命令書（様式第８号）により行うも

のとする。 

２ 法第１７条第４項の規定による通知は、期間延長通知書（様式第９号）により行うも

のとする。 

３ 法第１７条第５項の規定による命令は、原状回復等命令書（様式第１０号）により行

うものとする。 

（工事完了の届出） 

第１０条 条例第１５条の規定による届出は、工事完了届出書（様式第１１号）により行

うものとする。 

（公表に対する意見） 

第１１条 市長は、条例第１７条第２項の規定により意見を述べる機会を与えるときは、



公表通知書（様式第１２号）により、法第１６条第３項の規定による勧告又は法第１７

条第１項若しくは第５項の規定による命令を受けた者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知を受けて意見を述べようとする者は、当該通知を受けた日から

起算して７日以内に、公表に対する意見書（様式第１３号）により意見を述べなければ

ならない。 

 （身分証明書） 

第１２条 法第１７条第８項の身分を示す証明書の様式は、様式第１４号のとおりとする。 

    第２節 景観重要建造物及び景観重要樹木 

 （景観重要建造物の指定の提案） 

第１３条 法第２０条第１項又は第２項の規定による提案は、景観重要建造物指定提案書

（様式第１５号）を市長に提出することにより行わなければならない。 

２ 法第２０条第３項の規定による通知は、景観重要建造物非指定通知書（様式第１６号

）により行うものとする。 

（景観重要建造物の指定） 

第１４条 法第２１条第１項の規定による通知は、景観重要建造物指定通知書（様式第１

７号）により行うものとする。 

 （景観重要建造物の標識の設置） 

第１５条 法第２１条第２項の標識は、景観重要建造物指定標識（様式第１８号）のとお

りとする。 

２ 前項の標識は、公衆の見やすい場所に設置するものとする。 

 （景観重要建造物の現状変更許可の申請） 

第１６条 法第２２条第１項の許可を受けようとする者は、景観重要建造物現状変更許可

申請書（様式第１９号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、法第２２条第１項の許可をしたときは、景観重要建造物現状変更許可書（様

式第２０号）により当該許可の申請をした者に通知するものとする。 

 （景観重要建造物の原状回復等命令） 

第１７条 法第２３条第１項の規定による命令は、景観重要建造物原状回復等命令書（様

式第２１号）により行うものとする。 

 （景観重要建造物の管理の方法の基準） 

第１８条 条例第１９条第４号の規則で定めるものは、木竹の成長、枯死等により景観重

要建造物が滅失し、又は毀損するおそれがあると認めるときに直ちに市長と協議して、

当該景観重要建造物の滅失又は毀損を防ぐ措置を講ずることとする。 

（景観重要建造物の管理に関する命令又は勧告） 

第１９条 法第２６条の規定による命令は、景観重要建造物の管理に関する命令書（様式

第２２号）により行うものとする。 



２ 法第２６条の規定による勧告は、景観重要建造物の管理に関する勧告書（様式第２３

号）により行うものとする。 

（景観重要建造物の指定の解除） 

第２０条 法第２７条第３項において準用する法第２１条第１項の規定による通知は、景

観重要建造物指定解除通知書（様式第２４号）により行うものとする。 

 （景観重要樹木の指定の提案） 

第２１条 法第２９条第１項又は第２項の規定による提案は、景観重要樹木指定提案書（

様式第２５号）を市長に提出することにより行わなければならない。 

２ 法第２９条第３項の規定による通知は、景観重要樹木非指定通知書（様式第２６号）

により行うものとする。 

（景観重要樹木の指定） 

第２２条 法第３０条第１項の規定による通知は、景観重要樹木指定通知書（様式第２７

号）により行うものとする。 

 （景観重要樹木の標識の設置） 

第２３条 法第３０条第２項の標識は、景観重要樹木指定標識（様式第２８号）のとおり

とする。 

２ 前項の標識は、公衆の見やすい場所に設置するものとする。 

 （景観重要樹木の現状変更許可の申請） 

第２４条 法第３１条第１項の許可を受けようとする者は、景観重要樹木現状変更許可申

請書（様式第２９号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、法第３１条第１項の許可をしたときは、景観重要樹木現状変更許可書（様式

第３０号）により当該許可の申請をした者に通知するものとする。 

 （景観重要樹木の原状回復等命令） 

第２５条 法第３２条第１項において準用する法第２３条第１項の規定による命令は、景

観重要樹木原状回復等命令書（様式第３１号）により行うものとする。 

 （景観重要樹木の管理の方法の基準） 

第２６条 条例第２１条第３号の規則で定めるものは、次に掲げるものとする。 

  景観重要樹木の滅失、枯死等を防ぐため、その保育の状況を定期的に点検すること。 

  景観重要樹木が滅失、枯死等をするおそれがあると認めるときに直ちに市長と協議

して、当該景観重要樹木の滅失、枯死等を防ぐ措置を講ずること。 

（景観重要樹木の管理に関する命令又は勧告） 

第２７条 法第３４条の規定による命令は、景観重要樹木の管理に関する命令書（様式第

３２号）により行うものとする。 

２ 法第３４条の規定による勧告は、景観重要樹木の管理に関する勧告書（様式第３３号

）により行うものとする。 



（景観重要樹木の指定の解除） 

第２８条 法第３５条第３項において準用する法第３０条第１項の規定による通知は、景

観重要樹木指定解除通知書（様式第３４号）により行うものとする。 

（管理協定の認可等） 

第２９条 法第３６条第３項の認可を受けようとする景観整備機構は、管理協定認可申請

書（様式第３５号）に、管理協定の案を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 法第３８条の規定による認可は、管理協定認可書（様式第３６号）により行うものと

する。 

３ 法第４０条において準用する法第３６条第３項の認可を受けようとする景観整備機構

は、管理協定変更認可申請書（様式第３７号）に、管理協定の変更の案を添付して、市

長に提出しなければならない。 

４ 法第４０条において準用する法第３８条の規定による認可は、管理協定変更認可書（

様式第３８号）により行うものとする。 

 （景観重要建造物及び景観重要樹木の所有者の変更の届出） 

第３０条 法第４３条の規定による届出は、所有者変更届出書（様式第３９号）を市長に

提出することにより行わなければならない。 

   第３章 景観協定 

 （景観協定の認可の申請） 

第３１条 法第８１条第４項の認可を受けようとする者は、景観協定認可申請書（様式第

４０号）に、次に掲げる図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

  当該景観協定に係る協定書の写し 

  景観協定に関する調書（様式第４１号） 

  当該景観協定の目的となる土地の区域を表示する図面 

  当該景観協定の目的となる土地の位置を表示する図面（縮尺５０，０００分の１以

上で方位及び縮尺を表示したものに限る。次条第１項第４号及び第３３条第１項第４

号において「景観協定に係る位置図」という。） 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

２ 市長は、法第８３条第１項の規定により認可をしたときは、景観協定認可書（様式第

４２号）により当該認可の申請をした者に通知するものとする。 

 （景観協定の変更認可の申請） 

第３２条 法第８４条第１項の認可を受けようとする者は、景観協定変更認可申請書（様

式第４３号）に、次に掲げる図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

  当該変更後の景観協定に係る協定書の写し 

  景観協定に関する調書 

  当該変更後の景観協定の目的となる土地の区域を表示する図面 



  景観協定に係る位置図 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

２ 市長は、法第８４条第２項において準用する法第８３条第１項の規定により認可をし

たときは、景観協定変更認可書（様式第４４号）により当該認可の申請をした者に通知

するものとする。 

（景観協定の廃止認可の申請） 

第３３条 法第８８条第１項の認可を受けようとする者は、景観協定廃止認可申請書（様

式第４５号）に、次に掲げる図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

  法第８８条第１項の合意を証する書類 

  当該景観協定の目的となる土地の区域を表示する図面 

  景観協定に関する調書 

  景観協定に係る位置図 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

２ 市長は、法第８８条第１項の認可をしたときは、景観協定廃止認可書（様式第４６号

）により当該認可の申請をした者に通知するものとする。 

   第４章 景観整備機構 

 （景観整備機構の指定の申請） 

第３４条 法第９２条第１項の申請は、景観整備機構指定申請書（様式第４７号）に、次

に掲げる図書を添付して、市長に提出することにより行わなければならない。 

  定款 

  指定を受けようとする年度の前年度の事業実績（前年度の決算が完結していない場

合は、前々年度の事業実績）を記載した書類 

  指定を受けようとする年度の事業計画（当該年度の事業計画を決定していない場合

は、前年度の事業計画）を記載した書類 

  指定を受けようとする年度の前年度の決算書の写し（前年度の決算が完結していな

い場合は、前々年度の決算書の写し） 

  指定を受けようとする年度の収支予算書の写し（当該年度の収支予算書を決定して

いない場合は、前年度の収支予算書の写し） 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

 （景観整備機構の届出事項の変更の届出） 

第３５条 法第９２条第３項の規定による届出は、景観整備機構届出事項変更届出書（様

式第４８号）を市長に提出することにより行わなければならない。 

第５章 雑則 

 （和光市景観審議会の組織及び運営） 

第３６条 和光市景観審議会（以下「景観審議会」という。）に、会長及び副会長を置き、



委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、景観審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

４ 景観審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

５ 景観審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

６ 景観審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

７ 景観審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求め、その意見を

聴くことができる。 

８ 前各項に定めるもののほか、景観審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が

会議に諮って定める。 

 （その他） 

第３７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則（平成２１年規則第３８号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２４年規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 


